
 

 

 

 

 

第４期消費生活ｅモニター 
 

 第６回アンケート集計 

 

１ 調査趣旨 

  令和６年度に川崎市消費者行政センターで受け付けた相談件数は 10,548 件（前年

度 11,011件）で、７年連続で 10,000 件を上回りました。 

昨年度、1年間の消費生活ｅモニターを経験された第４期消費生活ｅモニターを対象

に、消費生活に関するトラブルや相談等について、アンケートで意識について調査しま

した。調査結果は今後の行政の参考資料とさせていただきます。 

 

 

２ 調査事項 

「消費生活に関することについて」 

 

 

３ 調査対象 第４期（令和 6年度登録）消費生活ｅモニター 33名 

（回答者数 30名・回収率 91％） 

 

 

４ 調査方法 市ホームページの回答フォームによる 

 
●集計結果について、四捨五入の結果や複数回答 

の集計によるため、合計が 100%とならない 

場合があります。 

●調査結果中の「回答者数」は「調査対象者」 

から「未提出者」を除いた数としました。 

●自由回答、その他意見は一部抜粋。 

 



1 

 

消 費 生 活 に 関 す る こ と に つ い て  
設問１ 消費生活を送る中で、最近、不満を感じた、又はトラブルになった商品やサービスはあります

か？該当するものをすべてお選びください。 

 

13%
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7%

7%

7%

10%

27%

7%

7%

3%

3%

0%

3%

7%

0%

0%

3%

3%

7%

0%

3%

47%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

食料品

健康食品（サプリメント）

特定保健用食品、機能性表示食品

レストラン等の外食やテイクアウト弁当

衣料品

通信・通信機器（光回線・プロバイダスマートフォン等）

インターネットショッピング

フリマアプリ（個人間売買）

医療・薬品・化粧品

金融（預貯金・株・投資信託等）

交通（電車・バス・タクシー等）

保険（生命保険・損害保険）

郵便・宅配

住宅（新築・リフォーム・引越し等）

旅行・宿泊・レジャー

賃貸住宅

習い事・教室（ヨガ・スポーツ・カルチャークラブ等…

住宅用品（家具・食器・家電等）

電気・ガス

クリーニング

ヘアサロン・エステ等の美容関係

「不満を感じた」「トラブルになった」ことはない。
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設問２ もしも、あなたやあなたのご家族が消費生活トラブルにあってしまったら、どうされますか？ 

            

 

設問３ 消費者行政センターに相談するとしたら、どの方法を選びますか 

 

※手紙、FAXによる面談を選んだ方はいませんでした。  

73%

27%

27%

3%

27%

7%

13%

0% 20% 40% 60% 80%

消費者行政センターなどの公的な相談窓口へ相談する

警察へ相談する

友人・家族に相談する

近所の人・地域の人に相談する

自分で業者と交渉する

泣き寝入りするかもしれない

そのときになってみないとわからない

電話
53%

来所
10%

電子メール(Web

フォーム)
33%

ウェブ会議システ

ムによる面談
3%
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設問４ あなたは川崎市消費者行政センター以外に、次の消費者相談窓口、機関を知っていますか？ 

    該当するものをすべてお選びください。 

 

設問５ 消費生活トラブルを減少させるために重要なことは何だと思いますか？該当するものをお選び

ください。 

★「とても効果がある」「ある程度効果がある」を合わせた数値で比較すると、「消費者本人の自覚や自

立」「学校等での消費者教育の充実」「事業者指導」「行政の相談窓口の充実」の順となりました。 
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7%

10%

23%

10%

13%

13%

13%

7%

10%

3%

10%

3%

3%

3%

3%

3%

行政の相談窓口の充実

悪質商法（問題の多い商法）や消

費者トラブルに関する情報提供

学校等での消費者教育の充実

行政と地域団体等との連携

消費者本人の自覚や自立

事業者指導

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても効果がある ある程度効果がある どちらともいえない

あまり効果がない まったく効果がない 未回答
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設問６ 消費生活トラブルの被害にあわないための心得を周知する啓発活動として、どの方法が効果的

だと思いますか？（複数回答可） 

 

  

20%

20%

20%

23%

17%

17%

13%

20%

23%

40%

27%

13%

50%

47%

47%

30%

43%

27%

50%

57%

23%

47%

43%

47%
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20%

17%

30%

23%

30%
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7%
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10%
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7%
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7%

20%

7%

3%

3%

7%

7%

7%

7%

7%

3%

10%

3%

3%

ポスター

紙媒体による注意喚起

(チラシ等)

消費者講座の受講

街頭キャンペーンによる広報

公共のイベントでの広報

啓発物の配布

ホームページでの情報発信

SNSでの情報発信

メールマガジン

テレビ、ラジオなどメディアでの

発信

デジタルサイネージ(街頭大型

モニターや電車内モニター等)

動画広告

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても効果がある ある程度効果がある どちらともいえない

あまり効果がない まったく効果がない 未回答
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《消費者行政センターの発行物、講座について》 

設問７ センターでは、寄せられるさまざまな相談事例を取りまとめた事例集を作成しています。 

情報プラザ・市民館・図書館等に配架する他、市ホームページに掲載していますが、ご存知でし

たか？ 

 

設問８ 消費者行政センターでは、年に3回、消費生活に関する暮らしに役立つ内容を、専門家の方に解

説いただく「かしこい消費者講座」を実施しています。どのようなテーマの講座があれば参加し

てみたいですか？（複数回答可） 

 

読んだことがある

34%

知っているが読んだことはない

3%

知らない

60%

無回答

3%

60%

47%

37%

47%

40%

60%

37%

33%

40%

40%

37%

27%

30%

37%

23%

27%

20%

30%

33%

33%

37%

43%

13%

23%

27%

27%

33%

20%

30%

33%

27%

23%

20%

3%

3%

①消費者トラブル

②食や健康・フレイル予防

③ SDGｓ・エシカル消費

④資産形成・ライフプラン

⑤遺言・相続

⑥老後生活

⑦成年後見

⑧キャッシュレス決済

⑨スマートフォン・インターネット契約関連

⑩住まいの安全対策

⑪収納・片付け

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参加したい どちらともいえない 興味がない・参加しない 未回答
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設問９ 若者の消費者被害を減少させるために、家族や学校、職場等でどのような取組をしたら良いと

思いますか？また、すでに取り組んでいること等がありましたら、自由にご記入ください。 

（一部抜粋・要約） 

【家庭・学校での教育】  

 

情報提供の取得方法が多様化する中、若年層にしっかり話し合う場を家庭や学

校、職場で設けることが必要。（例：ホームルームのような時間）  

スマホやネットの安全な使い方を小さい頃から家庭や学校で教えることが重要。

トラブル事例や解決方法を簡単に知ることができるWEBサイトもあると良い。  

学校教育で、詐欺や犯罪を未然に防ぐ授業を取り入れることが望ましい。  

「生活」などの授業で、家庭内で必要な法律や消費者トラブルについて学ぶ機会

を設けてほしい。  

学校の授業（家庭科や社会科）での消費者教育が大切。  

授業やWEB広告の活用、若手タレントの起用。  

SNSやAIで得た情報を取捨選択する基準を持ち、自立した大人になるよう家庭

でサポートする。  

 

 

【情報リテラシー・判断力】  

 

消費者被害防止をテーマにした絵本を作成し、情報発信を継続したい。  

注意喚起の情報を定期的に発信する。  

ネット情報を鵜呑みにせず、SNS利用について日常的に会話し、事例を共有す

る。  

正しい情報を伝えるSNSやインフルエンサーとの連携、駅や校門での啓発活動。 

 

 

【啓発活動・広報】  

 

啓発活動やSNSでの情報発信。  

パンフレットや映像を活用し、若者が集まる場所で声をかける。相談窓口の周知

も重要。  

セミナーやHP、ネットを活用した啓発。  

定期的な啓蒙活動や出前講座の実施。  

 

 

【被害事例・体験共有】  

 

過去の被害事例をもとにシミュレーションを行う。  

被害事例を知らせる。  

 

  



7 

 

 

設問１０ 消費生活ｅモニターの活動を通じて取得した知識と経験を踏まえ、消費生活に関するトラブ

ルにあわないために、どのようなことに気を付けていますか？該当するものをすべてお選び

ください。 

 

その他の内容  

・eモニターの活動を通じた知識と判断は無く、自己判断であるため、選択肢

がその他しかなかった。 

 

 

  

80%

87%

60%

53%

23%

40%

37%

23%

43%

27%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 勧誘を受けたとき、必要がなければあいまいな返事をせず、きっ

ぱりと断っている

② 儲け話などうまい話には特に注意をしている

③ 高額な商品･サービスなどは、その場で契約をしないで、家族や

知人に相談している

④ 契約の内容をよく確認し、自分に必要な商品・サービスなのか

検討している

⑤ 口約束した内容は、必ず書面に記載してもらうようにしている

⑥ 前払いの契約は、できるだけしないようにしている

⑦ クレジットや分割払いの契約は、支払総額などを

慎重に確認している

⑧ ネット通販での購入時には、 最終確認画面のスクリーンショット

を保存している

⑨ 新聞やニュース、市政だよりなどからどのような

トラブルがあるのか情報収集

⑩ 川崎市消費者行政センターのメールマガジンで情報収集

⑪その他
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設問１１ 消費生活に関するトラブル・相談・啓発等についてのご意見がありましたら、自由にご記入く

ださい。（一部抜粋） 

1) 啓発・広報の方法（SNS／動画／看板等） 

事例集の読み手層や浸透度が気になる。高齢者や単身者を意識し、動的な絵コンテや写真など、

疲れないで見られる表現で発信してはどうか。 

どの年代もスマホ・ネット接触が増えているため、SNSや動画広告での注意喚起が重要。 

配布物よりもインパクトのある看板や、イベント掲示に使える貸し出しツールなど、伝える仕組

み・媒体の工夫が必要。 

2) 模擬訓練・実践的教育（フィッシング演習） 

市民一斉のフィッシング訓練 DAY を設け、リンクを踏んだ人に注意喚起メールを送るなどの実

践的訓練を行ってはどうか。 

3) 相談体制・窓口（周知／改善／一本化） 

川崎市消費者行政センターに EC相談をしたが解決に至らず。回答の実効性向上を望む。 

相談窓口への到達を最優先で。手口は知っていてもタイミングで巻き込まれることがある。事例

の映像提示も有効。 

政府・県・市で類似サービスが重複し分かりにくい。身近な自治体に一本化し、分かりやすさと

効率性を高めてほしい。 

4) EC・ネット通販のトラブル 

大手スーパーのネット通販で賞味期限間際の商品が届き返品交渉に労力がかかった。表示の適

正化やルール遵守が必要。 

天然石購入で連絡途絶の詐欺被害を経験。旅行予約サイトでの予約トラブルも。電子マネー倍額

詐欺やネットワークビジネス等、若者の被害も多く、継続的な情報発信が必要。 

5) 被害経験・自助（スキル向上・学び） 

消費が冷え込み交渉に不慣れで泣き寝入りしがち。衣料の表示サイズ相違でも返品を諦めた。注

意喚起は X（Twitter）を頼りにしている。 

6) 行政指導・事業者監督・法令遵守 

前払いが避けられない取引が増える中、事業者への行政指導の徹底を求める。アンケートでスク

リーンショット保存の重要性に気づき、次回から実行したい。 

7) 高齢者・障がい者等への配慮（制度の複雑さと啓発） 

介護・福祉制度は複雑で仲介業者も多く、適切な支援に届きにくい。高齢者・障がい者が食い物

にされないよう、TV や動画での啓発を強化してほしい。   

8) 金融商品（投資信託等）の分かりにくさ 

銀行の投資信託で手数料のかかり方が分かりにくい。明確で一目

で分かる表示を望む。 

9) 地域コミュニティ・ピアサポート 

地域ぐるみの啓発の場で、小さな集談単位の相互扶助（自助活動）

を活性化することが重要。 

 

 

 


